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貸　借　対　照　表

(平成２８年　３月　３１日現在)

（単位：千円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

 流 動 資 産 70,830,069   流 動 負 債 64,506,360  

現 金 及 び 預 金 530,173  55,178,206  

受 取 手 形 4,028,368  900,000  

電 子 記 録 債 権 2,056,371  5,241,443  

売 掛 金 48,109,023  186,407  

未 収 入 金 3,711,549  124,800  

商 品 2,552,882  165,343  

前 渡 金 4,138  972,159  

貯 蔵 品 23,815  1,738,000  

短 期 貸 付 金 8,779,721   固 定 負 債 7,423,229  

繰 延 税 金 資 産 734,000  2,890,930  

そ の 他 流 動 資 産 315,282  4,435,865  

貸 倒 引 当 金 △15,258  67,900  

 固 定 資 産 8,425,006  28,533  

有形固定資産 5,264,886  負　債　合　計 71,929,590  

建 物 1,701,488  （純 資 産 の 部）

構 築 物 32,647   株　主　資　本 7,195,401  

車 輌 運 搬 具 3   　資　本　金 2,627,000  

器 具 備 品 170,560   　利益剰余金 4,568,401  

土 地 3,360,186  406,804  

無形固定資産 207,920  4,161,597  

ソ フ ト ウ ェ ア 207,774  固定資産圧縮積立金 140,022  

その他無形固定資産 145  繰 越 利 益 剰 余 金 4,021,574  

投資その他の資産 2,952,199   評価・換算差額等 130,083  

投 資 有 価 証 券 431,877  その他有価証券評価差額金 130,083  

関 係 会 社 株 式 203,070  

出 資 金 33,278  

長 期 貸 付 金 70,689  

差 入 保 証 金 802,539  

長 期 前 払 費 用 121,465  

繰 延 税 金 資 産 1,278,822  

そ の 他 投 資 150,955  

貸 倒 引 当 金 △140,498  純　資　産　合　計 7,325,485  

資　産　合　計 79,255,075  負債・純資産合計 79,255,075  

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 賞 与

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

資 産 除 去 債 務

受 入 保 証 金

利 益 準 備 金

預 り 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 法 人 税 等



損　益　計　算　書

自 平成２７年　４月　１日

至 平成２８年　３月３１日

  （単位：千円）

科　　　　　目 金　　　額

 売上高 259,609,125  

 売上原価 229,062,540  

 売上総利益 30,546,584  

 販売費及び一般管理費 28,179,880  

 営業利益 2,366,704  

 営業外収益

 受取利息及び配当金 20,757  

 仕入割引 9,013  

 賃貸料 207,009  

 雑収益 32,587  269,366  

 営業外費用

 支払利息 58,714  

 売上割引 1,078,104  

 雑損失 76,891  1,213,710  

 経常利益 1,422,360  

 特別利益

 固定資産売却益 66,552  66,552  

 特別損失

 固定資産除却損 29,700  

 事務所移転費用 57,820  

 減損損失 237,327  

 その他 6,479  331,328  

 税引前当期純利益 1,157,584  

 法人税、住民税及び事業税 547,130  

 法人税等調整額 205,647  752,777  

 当期純利益 404,806  

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。



自 平成２７年　４月　１日
至 平成２８年　３月３１日

（単位：千円）

当期首残高 2,627,000 378,169 139,680 3,932,087 4,449,937 7,076,937 125,373 125,373 7,202,311

当期変動額

剰余金の配当 28,634 △314,977 △286,343 △286,343 △286,343

当期純利益 404,806 404,806 404,806 404,806

固定資産圧縮積
立金の増減

342 △342 - - -

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

4,710 4,710 4,710

当期変動額合計 - 28,634 342 89,487 118,463 118,463 4,710 4,710 123,174

当期末残高 2,627,000 406,804 140,022 4,021,574 4,568,401 7,195,401 130,083 130,083 7,325,485

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

株主資本等変動計算書

株 主 資 本 評価･換算差額等

純資産
合　 計

資本金

利益剰余金

株　主
資　本
合　計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等

合　　計
利　益
準備金

その他利益剰余金

利　益
剰余金
合　計

固定資産
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繰　越
利　益
剰余金



個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 -------- 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの ----------- 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価
　は移動平均法により算定）

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定率法を採用しております。
但し、平成10年4月1日以降取得の建物（建物附属設備は除く）については定額法によっ
ております。

（２）無形固定資産
定額法を採用しております。
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく
定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸
倒実績から算出した貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を見積り回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
また、数理計算上の差異は、平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により算出された額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。
さらに、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（13年）にわたって定額法により費用処理することとしております。

（３）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税は税抜処理によっております。



Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円
減価償却累計額には、減損損失累計額を含めています。

２．偶発債務
エイペックス･ファンディング･コーポレーションとの債権譲渡基本契約に基づき譲渡した
債権について、デフォルト債権が発生した場合に、その一定部分について買戻義務を負う
ものがあります。
エイペックス･ファンディング･コーポレーション 千円

３．保証債務
三菱ＵＦＪ信託銀行（従業員住宅融資制度） 308 千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引高

売上高 千円
仕入高 千円
販売費及び一般管理費 千円

営業取引以外の取引による取引高 65,868 千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度の末日における発行済株式の数

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　（１）配当金支払額等

平成27年6月26日の定時株主総会決議において次のとおり決議しております。
　普通株式の配当に関する事項

配当金の総額
１株当たりの配当額 1,090 円
基準日
効力発生日

　　（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成28年6月24日の定時株主総会決議において次のとおり決議することを予定
しております。
　普通株式の配当に関する事項

配当金の総額
配当の原資 利益剰余金
１株当たりの配当額 770 円
基準日
効力発生日

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与、退職給付引当金の否認等であり、評価性引当額
は181,799千円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮記帳、その他有価証券評価差額であります。
（注１）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を
改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日
以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.34％
から平成28年４月１日及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異に
ついては30.86％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に
ついては30.62％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は
104,972千円減少、法人税等調整額は107,513千円増加、その他有価証券評価差額金は
2,541千円増加しています。

1,883,198

4,519,475

13,441,087

1,575,846

平成28年3月31日

48,371,301

17,167,546
184,368,223

262,700 株

286,343 千円

平成27年3月31日
平成27年6月27日

202,279 千円

平成28年6月25日



Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社では資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に
より資金を調達しております。
受取手形・電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿っ
てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場会
社については四半期ごとに時価の把握を行っています。
借入金の使途は運転資金（主として短期）であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成28年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。

単位：千円
差　額

（１）現金及び預金 －
（２）受取手形 －
（３）電子記録債権 －
（４）売掛金 －
（５）未収入金 －
（６）短期貸付金 －
（７）投資有価証券
　　　その他有価証券 －
（８）買掛金 －
（９）短期借入金 －
（10）未払金 －
（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、（４）売掛金、
（５）未収入金、並びに（６）短期貸付金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
　　　当該帳簿価額によっております。
（７）投資有価証券
　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　その他有価証券の取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、
　次のとおりであります。

単位：千円

種類 取得原価
貸借対照
表計上額 差額

貸借対照表計上額が 株式 151,015 325,396 174,381
取得原価を超えるもの

合　計 151,015 325,396 174,381
（８）買掛金、（９）短期借入金、並びに（10）未払金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
　　　当該帳簿価額によっております。
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

単位：千円

非上場株式
関係会社株式
差入保証金
受入保証金
（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
非上場株式、関係会社株式、差入保証金、並びに受入保証金については、市場価格がなく、
時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、時価開示の対象とはして
おりません。

(900,000)
(55,178,206)

(5,241,443)

(55,178,206)

203,070
802,539

貸借対照表計上額

(2,890,930)

106,481

(5,241,443)

2,056,371
48,109,023

2,056,371
4,028,368

3,711,549

(900,000)

325,396

8,779,721

48,109,023
3,711,549

　貸借対照表計上額 時　　価
530,173530,173

4,028,368

8,779,721

325,396



Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では事業所用不動産の一部を当社子会社及び関係会社等へ賃貸しております。

２．賃貸不動産の時価等に関する事項
単位：千円

貸借対照表計上額 時価

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控
　　　　除した金額であります。
（注２）賃貸等不動産の時価については、固定資産税評価額等を用いておりますが、
　　　　当期末の時価は、直近の評価時点から時価の変動が軽微であるため、直近の
　　　　評価時点の評価額によっております。また、重要性の乏しいものについては
　　　　簿価を時価としております。

462,428 374,524



Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

１.親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 三菱電機（株） 被所有 三菱電機製品の 三菱電機製 184,088,044 買掛金 47,034,603
　直接　73.0％ 購入 品の購入 未収入金 1,719,709
　間接　27.0％ 監査役の兼任 資金の貸付

及び借入
15,001,461 短期貸付金 7,657,342

利息の受取 5,265
設備の賃貸 設備の賃貸 52,004 未収入金 30,698

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
（注２）資金の貸付・借入については、関係会社の資金協業にかかるものであり、貸付金利息は市場金利を
        勘案し合理的に決定しております。また、取引金額は期中の平均残高にて記載しております。
（注３）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

２.子会社等 （単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

2,941,095 売掛金 842,218
未払金 50,930

2,152,338 売掛金 857,756
未払金 8,498

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

３.兄弟会社等 （単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

三菱電機システム
サービス（株）

なし 設備の賃貸 設備の賃貸 121,375 未収入金 6,909

23,503,056 買掛金 5,726,669

17,845,269 売掛金 5,009,306
未払金 500,956

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 27,885 円 36 銭
１株当たり当期純利益 1,540 円 95 銭

その他の
関係会社

被所有
　直接　27.0％

（株）メル 所有
　直接　86.7％

沖縄三菱電機
販売（株）

所有
　直接　90.0％

（株）三菱電機
ライフネットワー
ク

子会社

三菱電機冷熱機器
販売（株）

なし

商品の仕入

三菱電機製
品の販売

三菱電機照明
（株）

なし 商品の仕入

三菱電機製品の
販売

三菱電機製品の
販売
役員の兼任

三菱電機製品の
販売

三菱電機製
品の販売

三菱電機製
品の販売



Ⅹ．その他の注記

減損損失

    当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

減損損失
（千円）

茨城県水戸市 遊休 155,372
山梨県甲府市 遊休 26,606
愛知県安城市 遊休 25,907
宮城県大崎市 遊休 29,442

（減損損失の認識に至った経緯）
上記遊休資産については、今後の利用計画が無く、資産価値が帳簿価額に対して
下落しているため、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。
（グルーピングの方法）
当社の減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を行っている
単位を基礎としております。具体的には、事業用資産については支社毎に、遊休資産は物件
毎に、資産のグルーピングを行っております。
（回収可能価額の算定方法）
回収可能価額は正味売却価額によっており、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等を使
用しております。

場所 用途 種類

建物、器具備品、土地
建物、構築物、器具備品、土地

建物、構築物
建物、土地
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